
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘要
当期償却額

建 物 74¶822¶991 2¶250¶675 ` 77¶073¶666 32¶273¶462 7¶412¶462 ` 44¶800¶204

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車 両 運 搬 具 1¶418¶243 ` 892¶553 525¶690 515¶176 10¶514 ` 10¶514

工 具 器 具 備 品 120¶617¶391 9¶850¶560 11¶727¶825 118¶740¶126 87¶333¶133 17¶643¶489 ` 31¶406¶993

計 196¶858¶625 12¶101¶235 12¶620¶378 196¶339¶482 120¶121¶771 25¶066¶465 ` 76¶217¶711

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

建 物 1¶058¶500 ` ` 1¶058¶500 1¶037¶329 21¶170 ` 21¶171

計 1¶058¶500 ` ` 1¶058¶500 1¶037¶329 21¶170 ` 21¶171

建 物 75¶881¶491 2¶250¶675 ` 78¶132¶166 33¶310¶791 7¶433¶632 ` 44¶821¶375

有形固定資産合計
車 両 運 搬 具 1¶418¶243 ` 892¶553 525¶690 515¶176 10¶514 ` 10¶514

工 具 器 具 備 品 120¶617¶391 9¶850¶560 11¶727¶825 118¶740¶126 87¶333¶133 17¶643¶489 ` 31¶406¶993

計 197¶917¶125 12¶101¶235 12¶620¶378 197¶397¶982 121¶159¶100 25¶087¶635 ` 76¶238¶882

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次の通りであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 1¶168¶524¶748 1¶168¶524¶748 0

]未収金 431¶423¶826 431¶423¶826 0

^投資有価証券

{満期保有目的の債券 201¶161¶819 202¶360¶000 1¶198¶181

_未払金 (109¶011¶932) (109¶011¶932) 0

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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^ 減損額の計上
帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しません。

_ 回収可能サービス価額の概要
ＮＴＴ東日本公定価格37¶800円（１回線当たり）を再調達価額とした使用相当額（37¶800円）

を回収可能サービス価額としました。
（キャッシュ・フロー計算書関係）
１．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金
２．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 1¶168¶524¶748円
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資金期末残高 1¶168¶524¶748円
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３．重要な非資金取引
翌事業年度以降に重要な影響を与える非資金取引はありません。

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
当法人の保有する主な金融資産は、短期的な預金及び投資有価証券であります。投資有価証券は
独立行政法人通則法の第47条の規定等に基づき、平成21年度に５年国債を取得しており、これは満
期保有目的で保有しております。

（注１） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
\ 現金及び預金、未収金、未払金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳
簿価格によっております。

] 投資有価証券
時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（注２） 敷金¥保証金
敷金¥保証金については、市場価額がないこと、また将来キャッシュ¥フローを見積もる
ことができないことなどから、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載
しておりません。

（資産除去債務に関する会計基準の適用）
当機構は、本部オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィス退去時における原状回復に係る債
務を有していますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でないことから、資産除去債務
を合理的に見積もることができない状況であります。そのため、当年度決算においては債務に見合う
資産除去債務を計上しておりません。
（重要な債務負担行為）
該当事項はありません。
（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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